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単位認定の上限 

単位認定できる単位数は 60 単位です。この 60 単位には、入学前に修得した単位等による単位認定、

検定・資格試験による単位認定、外国留学による認定単位、武蔵野地域 5 大学単位互換による単位認

定、ネットワーク多摩提携講座による単位認定のすべての単位数が含まれます。
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授  業

成蹊ボランティアとは 

「成蹊ボランティア」（2 単位）は、大学が指定したボランティア活動プログラムを行っている者（行

う予定の者）が履修申請を行い、定められた単位認定基準を充足した時点以降に単位認定を願い出る

ことで、当該科目の単位として認定するものです。

本来、ボランティア活動は自主的に行う奉仕活動であり、単位認定を目的に行うものではありませ

ん。単位認定を受けたことで、予定されていたそれ以降のスケジュールをキャンセルするなど、相手

に迷惑をかけることがないようボランティア活動に取り組んでください。

認定対象の活動および基準 

成蹊学園内での次の活動が対象となります。

活動名称 内容 認定基準
活動状況

確認担当者

小学校

英語教育 TA 
小学校における

英語授業の補助

60 コマ以上の TA 活動 
（1 コマの実働時間は、授業 45 分、準備・

片づけ等 15 分の計 1 時間） 

小学校

英語教員

小学校

クラブ学習

補助

クラブ学習の

コーチ等
60 時間以上の補助活動※ クラブ

顧問教員等

中高

課外活動

補助

クラブ活動の

コーチ等
60 時間以上の補助活動※ クラブ

顧問教員等

※ 複数年にまたがる活動も可とします。

※ 小学校クラブ学習補助と中高課外活動補助を行っている学生は、両方の活動時間を合算して単位認

定の申請をすることができます。

活動を行うための条件 

活動名称 活動を行うための条件

小学校 英語教育 TA 

小学校での選考のうえ採用された者

応募方法：4 月中旬に小学校に応募 
（問い合わせは小学校事務室（0422-37-3839）まで） 

※ 選考に合格した場合でも、担当できるコマ数については小学校の

指示に従うこと。

小学校 クラブ学習補助 小学校から依頼を受けた者

中高 課外活動補助 中高から依頼を受け、かつ「委嘱状」を受けた者

「成蹊ボランティア」の単位認定 
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申請手続き 

■ 履修希望申請

「成蹊ボランティア」の単位認定希望者は、「成蹊ボランティア履修申請書」（教務部備付）を、活

動開始前（開始直後も可）に教務部に提出してください。

申請は随時受け付けますが、活動開始後しばらくしてから申請した場合は、原則として申請時点か

らの活動時間数をカウントします。 

なお、上記の単位認定基準にある活動が 1 年では満たされず、複数年にわたる場合は、「継続希望

申請書」を、4 月末日までに提出してください。 
この科目はポータルサイトでの履修申請をする必要はありません。各学部で定める履修上限単位数

に含まれません。

■ 活動状況の記録

「成蹊ボランティア履修申請書」を提出した学生に、次の書類を配付しますので、説明に従い、記

録してください。

書類名 記録する内容

活動記録簿
活動日ごとに活動時間数等を記入し、当該活動日中に活動状況確認担当者

のサインまたは押印を必ず受けてください。

■ 単位認定の申請

行ってきた活動が単位認定基準を満たし、単位認定の申請を希望する場合は、次の書類に「活動記

録簿」を添付して、教務部に提出してください。

申請は随時受け付けますが、当年度の単位認定の対象となる申請期限は、1 月末日（当日が日曜日

の場合は翌日）とします。

提出する書類 記入する内容

成蹊ボランティア単位認定願 単位認定申請時に記入し、提出してください。

成蹊ボランティア活動報告書

（活動状況確認担当者

所見欄を含む）

単位認定申請を行う前に、感想・成果・自己評価などを記入し、

活動状況確認担当者からの所見を受けてください。

■ 単位の認定

申請書類提出後、審査を行い、要件を満たしている場合には、評価「T」を認定します（GPA の対

象にはなりません）。
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授  業

「Practical English Training」とは（英語英米文学科生対象）

「Practical English Training」（1 単位）は、英語を主要言語とする職場で働いている、または、

英語を主要言語としてボランティア活動を行っている者（またはその予定の者）が、①履修申請を行

い、②定められた単位認定基準を充足した時点以降に活動報告書を作成し、③単位認定を願い出るこ

とで、当該科目の単位として認定するものです。なお、履修申請ができるのは英語英米文学科の学生

に限られます。

 この科目は、成蹊教養カリキュラムの「成蹊ボランティア」と同様、学生の自主的活動を対象とし

た単位認定科目です。「成蹊ボランティア」との違いは以下の 3 点です。 

①大学指定の活動ではなく、学生本人が科目の趣旨に合致すると判断した活動について、単位認定の

願い出を行うこと。（単位認定対象となるかどうかについては、学科で審査を行います）

② 活動報告書（後述参照）を作成し提出すること。

③ 認定される単位が 1 単位であること。

単位認定の対象活動及び単位認定基準 

(A) 対象活動は、英語を主要言語とする職場で働いている、または、英語を主要言語としてボランテ

ィア活動を行っている者です。たとえば以下のようなものが考えられます。

・外資系企業などでのインターンシップ（外資系でなくてもかまいませんが、英語を主要言語と

して用いていることが客観的に判断できる職業や仕事場に限定されます）

・国際交流・協力活動

・異なる文化を背景とする人びとを支援する活動

・日本文化の紹介にかかわる活動

・NGO 等が主催する研修、スタディツアー、ワークキャンプなど

(B) 活動期間は、原則実質 22.5 時間以上。単位の認定は、提出された活動報告書の内容をみて行いま

す。長期にわたり継続して行う活動の場合は、ある程度まとまった期間活動を行った時点で報告

書を提出してください。複数年にまたがる活動も可能です。

(C) 単位認定を希望する者は、履修申請の前に必ず教務部に申し出て、申請しようとする活動が単位

認定対象となるか審査を受けてください。(後述参照)

(D) 以下の活動は単位認定の対象外とします。

・学内サークルで行う通常の活動

・成蹊大学社会活動支援奨学金の受給対象活動

・外国人客の多い飲食店などでのアルバイト

・「成蹊ボランティア」の単位認定対象活動。

・MBT（丸の内ビジネス研修）のインターンシップ実習

「Practical English Training」の単位認定
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申請手続きから単位認定までの流れ 

① 履修希望申請（事前審査）

「Practical English Training」の単位修得を希望する者は、教務部に申し出て、当該の活動が単位

認定の対象となるかを相談してください。

＊この科目は、Web で履修申請をする必要はありません。 
また、年間の履修制限単位には含まれません。

② 活動報告書の作成

以下の要素を満たす活動報告書を作成してください（本文 5000 字程度）。

・活動の概要

・活動を行った理由・目的

・どのように英語を使用して活動を行っていたか

・活動の経過と成果、参加を通して感じた疑問や課題

・活動経験を今後どう生かしていくか

＊A4 用紙に、1 ページ 30 字×20 行で作成する。 
＊本文にはページ数を打つこと。

＊表紙をつけ、ホチキス等で綴じること。表紙には「Practical English Training 活動報告」と明

記し、学籍番号、氏名、提出年月日を記載すること。

＊本文の後に参考文献リスト、付録（図表、写真、資料等）をつけてもよい。

＊報告書には、活動の事実を証明する書類（活動や主催団体に関する資料のコピー、記録写真等）

を添付する。難しい場合は提出の際に理由を申し出ること。

③ 単位認定の申請

②の要領で作成した報告書を、単位認定申請書とともに教務部に提出してください。申請は随時

受け付けますが、当年度の単位認定の対象となる申請期限は 1 月末日（当日が日曜日の場合は、翌

日）とします。

④ 単位の認定

申請書提出後、審査を行い、要件を満たしている場合には、評価「T」を認定します。（GPA
の対象にはなりません。）

活動報告書の形式に著しい不備がある場合は、審査対象として認められません。内容が不足し

ている場合、書き直しを求めることもあります。
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授  業

「国際ボランティア」とは（国際文化学科生対象） 

「国際ボランティア」（1 単位）は、国際文化学科の学生で、学科の学習内容と関連したボランティ

ア活動を行っている者（行う予定の者）が、①履修申請を行い、②定められた単位認定基準を充足し

た時点以降に活動報告書を作成し、③単位認定を願い出ることで、当該科目の単位として認定するも

のです。

この科目は、成蹊教養カリキュラムの「成蹊ボランティア」と同様、学生の自主的活動を対象とし

た単位認定科目です。「成蹊ボランティア」との違いは次の 3 点です。 

① 大学指定の活動ではなく、学生本人が科目の趣旨に合致すると判断した活動について、単位認定の

願い出を行うこと。（単位認定対象となるかどうかについては、国際文化学科で審査を行います。）

② 活動報告書（後述参照）を作成し提出すること。

③ 認定される単位が 1 単位であること。

ボランティア活動は自主的に行う社会貢献活動であり、単位認定を目的に行うものではありません。

単位認定を受けたことで、予定されていたそれ以降のスケジュールをキャンセルするなど、相手方に

迷惑をかけることがないよう活動に取り組んでください。

 単位認定の対象活動及び単位認定基準 

(A) 対象活動は、国際文化学科での学習内容と関連した、国内外を問わないボランティア活動とする。

たとえば以下のようなものが考えられる。

・国際交流・協力活動

・異なる文化を背景とする人びとを支援する活動

・日本文化の紹介にかかわる活動

・NGO 等が主催する研修、スタディツアー、ワークキャンプなど

(B) 活動期間は、原則実質 22.5 時間以上。単位の認定は、提出された活動報告書の内容をみて行う。

長期にわたり継続して行う活動の場合は、ある程度まとまった期間活動を行った時点で報告書を提

出する。複数年にまたがる活動も可。

(C) 単位認定を希望する者は、履修申請の前に必ず教務部に申し出て、申請しようとする活動が単位

認定対象となるか審査を受けること。（後述参照）

(D) 以下の活動は単位認定の対象外とする。

・学内サークルで行う通常の活動。

・成蹊大学社会活動支援奨学金の受給対象活動。

・アルバイト。（交通費などの実費以外に報酬や謝礼を得る活動）

・「成蹊ボランティア」の単位認定対象活動。

「国際ボランティア」の単位認定 
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申請手続きから単位認定までの流れ 

■ 履修希望申請（事前審査）

「国際ボランティア」の単位修得を希望する者は、教務部に申し出て、当該の活動が単位認定の対

象となるかを相談してください。

＊この科目は、Web で履修申請をする必要はありません。 
＊年間の履修制限単位には含まれません。

■ 活動報告書の作成

以下の要素を満たす活動報告書を作成してください（本文 5000 字程度）。

・活動の概要

・活動を行った理由・目的

・活動の経過と成果、参加を通して感じた疑問や課題

・活動経験を今後どう生かしていくか

＊A4 用紙に、1 ページ 35 字×25 行で作成する。 
＊本文にはページ数を打つこと。

＊表紙をつけ、ホチキス等で綴じること。表紙には「国際ボランティア活動報告」と明記し、学籍

番号、氏名、提出年月日を記載すること。

＊本文の後に参考文献リスト、付録（図表、写真、資料等）をつけてもよい。

＊報告書には、活動の事実を証明する書類（活動や主催団体に関する資料のコピー、記録写真等）

を添付する。難しい場合は提出の際に理由を申し出ること。

■ 単位認定の申請

上述の要領で作成した報告書を、単位認定申請書とともに教務部に提出してください。単位認定の

申請期限は、前期は 5 月末日、後期は 10 月末日（当日が日曜日の場合は、翌日）とします。 

■ 単位の認定

申請書提出後、審査を行い、要件を満たしている場合には、評価「T」を認定します。（GPA の対

象にはなりません。）

活動報告書の形式に著しい不備がある場合は、審査対象として認められません。内容が不足してい

る場合、書き直しを求めることもあります。

88



授  業

「地域交流実践研究」とは（現代社会学科生対象） 

「地域交流実践研究」（1 単位）は、現代社会学科での学習内容と関連したボランティアなどの地域

交流活動を行っている者（または行う予定の者）が、①履修申請を行い、②定められた単位認定基準を

充足した時点以降に活動報告書を作成し、③単位認定を願い出ることで単位認定される科目です。な

お、履修申請ができるのは現代社会学科の学生に限られます。

 この科目は、成蹊教養カリキュラムの「成蹊ボランティア」と同様、学生の自主的活動を対象とした

単位認定科目です。「成蹊ボランティア」との違いは以下の 3 点です。 

① 大学が指定した活動ではなく、学生本人が科目の趣旨に合致すると判断した活動について、単位認

定の願い出を行うこと。（当該の活動が単位認定対象となるかどうかについては、現代社会学科で

審査を行います）

② 活動報告書（次頁の「申請手続きから単位認定までの流れ」参照）を作成し提出すること。

③ 認定される単位が 1 単位であること。

「地域交流実践研究」は、学生が自発的に行った地域交流活動に対し、運営にかかわる、活動で主導

的な役割を果たす、今後の活動に有益な提案をするなど、活動に主体的に取り組んだと判断されたと

きに単位を付与することを趣旨としています。学生が単位認定を目的とした地域交流活動をおこなう

ことを推奨するものではありません。単位認定を受けた後で予定されていたそれ以降のスケジュール

をキャンセルするなど、相手方に迷惑をかけることがないよう活動に取り組んでください。事前審査

は活動の成果を得た後に行います。

単位認定の対象活動及び単位認定基準 

(A) 対象活動は、現代社会学科での学習内容と関連した地域交流活動とします。たとえば以下のような

ものが考えられます。

・公民館、コミュニティセンターや福祉施設、学校等でのボランティア活動

・地域を舞台とした NPO 活動への参加

・夏まつりなど、地域の行事等の実行委員会への参加

(B) 活動時間は、原則実質 22.5 時間以上。単位の認定は、提出された活動報告書の内容をみて行いま

す。長期にわたり継続して行う活動の場合は、ある程度まとまった時間活動を行った時点で報告書

を提出してください。複数年にまたがる活動も可とします。

(C) 単位認定を希望する者は、履修申請の前に必ず教務部に申し出て、申請しようとする活動が単位認

定対象となるか審査を受けてください。(次頁「申請手続きから単位認定までの流れ」参照)

(D) 以下の活動は単位認定の対象外とします。

・学内サークルで行う通常の活動

・成蹊大学社会活動支援奨学金の受給対象活動

・アルバイト（交通費などの実費以外に報酬や謝礼を得る活動）

・「成蹊ボランティア」の単位認定対象となっている活動

「地域交流実践研究」の単位認定 
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申請手続きから単位認定までの流れ 

 
① 履修希望申請（事前審査） 
「地域交流実践研究」の単位修得を希望する者は、教務部に申し出て、当該の活動が単位認定の対

象となるかを相談してください。 
＊この科目は、Web で履修申請をする必要はありません。 

 また、年間の履修制限単位には含まれません。 
 
② 活動報告書の作成 
以下の要素を満たす活動報告書を作成してください（本文 5000 字程度）。 

・活動の概要 
・活動を行った理由・目的 
・活動の経過と成果、参加を通して感じた疑問や課題 
・活動経験を今後どう生かしていくか 
 

＊A4 用紙に、1 ページ 40 字×30 行で作成する。 
＊本文にはページ数を打つこと。 
＊表紙をつけ、ホチキス等で綴じること。表紙には「地域交流実践研究活動報告」と明記し、学籍

番号、氏名、提出年月日を記載すること。 
＊本文の後に参考文献リスト、付録（図表、写真、資料等）をつけてもよい。 
＊報告書には、活動の事実を証明する書類（活動や主催団体に関する資料のコピー、記録写真等）

を添付する。難しい場合は提出の際に理由を申し出ること。 
 
③ 単位認定の申請 
②の要領で作成した報告書を、単位認定申請書とともに教務部に提出してください。申請は随時

受け付けますが、当年度の単位認定の対象となる申請期限は 1 月末日（当日が日曜日の場合は、翌

日）とします。 
 

④ 単位の認定 
申請書提出後、審査を行い、要件を満たしている場合には、評価「T」を認定します。（GPA の対

象にはなりません。） 
活動報告書の形式に著しい不備がある場合は、審査対象として認められません。内容が不足して

いる場合、書き直しを求めることもあります。 
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授  業

指導教授制度 

 指導教授とは、学修の問題だけではなく、生活上の問題においても助言、指導等を行う担当教員のこ

とです。

休学・留学願など学籍に関する書類や、教務に関する各種書類を提出する場合、指導教授の承認が必

要となる場合が多いので、各種相談に応じてもらうことはもとより、何か重大なことがあった場合に

備えて、すぐに連絡を取れるようにしておくことが必要です。

 指導教授担当授業 

各年次原則として以下の授業を担当する教員が指導教授にあたります。

指導教授はポータルサイト「学生カルテ」→「学生基本情報」→「学務情報」に記載の

「前期 主担当」「後期 主担当」を確認してください。

英語英米文 日本文 国際文化 現代社会

1 年 セミナー100 日本語・日本文学入門

Ⅰ・Ⅱ 
基礎演習Ⅰ・Ⅱ

現代社会研究の基礎

Ⅰ・Ⅱ

2 年 セミナー400 古典文学基礎研究Ⅰ・

Ⅱ
基礎演習Ⅲ・Ⅳ

現代社会研究の方法

Ⅰ・Ⅱ

3 年 
セミナー500・600

または

演習Ⅰ・Ⅱ

日本文学演習Ⅰ・Ⅱ

または

日本語学演習Ⅰ・Ⅱ

演習Ⅰ・Ⅱ 演習Ⅰ・Ⅱ

4 年 
セミナー700・800

または

演習Ⅲ・Ⅳ

日本文学演習Ⅲ・Ⅳ

または

日本語学演習Ⅲ・Ⅳ

演習Ⅲ・Ⅳ 演習Ⅲ・Ⅳ

注意事項 

①該当科目を非常勤講師あるいは本学他学部専任教員等が担当している場合は、別に文学部専任教

員が指導教授となります。

②休学者および留学者の指導教授は、原則として休学願・留学願を提出したときの担当教員となり

ますが、諸々の事情により該当教員が不在の場合には、学科主任がその任にあたります。

③留年者で、その学年の上記指導教授担当授業を修得済みの場合の指導教授は、原則として単位修

得時の指導教授になります。ただし、諸々の事情により学科主任など他の教員となることもあり

ますので、該当者は 4 月のオリエンテーション期間に確認してください。

指 導 教 授 
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学校感染症にかかった場合は、罹患報告が必要になります。必ず以下の大学保健室 HP の「学校感

染症」のページを確認し、大学保健室へ報告してください。 

大学保健室HP https://www.seikei.ac.jp/university/campuslife/hoken/ 

天災（台風、地震、大雪等）、事故、ストライキなどによる交通機関運行停止の場合の授業措置 

天災、事故、ストライキ等により交通機関の一部が不通となっても、大学は可能な限り授業を実施し

ます。ただし、首都圏の JR のうち中央線（東京～高尾間）・山手線の全線がともに不通となった場合

に限り、次のとおり休講措置を講じます。 

なお、学期末試験についても同様の措置を講じます。 

JR中央線（東京～高尾間） 

JR山手線の運行状況 
授業の取扱い 

午前 7時現在不通の場合 第 1時限および第 2時限の授業を休講とする 

午前 10時現在不通の場合 第 3時限から第 5時限までの授業を休講とする 

午後 3時現在不通の場合 第 6時限および第 7時限の授業を休講とする 

※ 休講の決定は、ポータルサイトや HP等でお知らせします。

気象警報、地震に関する情報、Ｊアラートを通じた緊急情報などが発表された場合の授業措置 

 気象警報（大雨、洪水、暴風、暴風雪、大雪等）、地震発生の可能性に関する情報、Ｊアラート（全

国瞬時警報システム）を通じた緊急情報などが発表された場合は、学生の皆さんの安全を考え、また、

交通機関の乱れに備え、授業の休講・学期末試験の延期等の措置をとることがあります。 

他の理由による場合も含めて休講等の決定は、ポータルサイトや HP等でお知らせします。 

感染症にかかった場合の対応について 
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授  業

学籍とは 

「学籍」とは、本学での身分所属を表すものです。

通常、本学に 4 年間在学し、所定の単位を修得して卒業することになりますが、在学すべき年数に

算入されない「休学」や、学籍がなくなる「退学」などの「学籍異動」を希望する場合には、願い出

て、許可を受けることが必要です。

問い合わせ先は基本的に教務部ですが、それ以外の場合は担当の部署を記載しています。

休学 

疾病またはその他の理由により、3 か月以上就学できない場合は、当該期間を休学することができ

ます。その場合「休学願」（疾病、怪我等の場合は診断書を添付）を大学に提出して許可を受けること

が必要です。休学中の授業料等の納付金については、後掲の『納付金』を参照してください。

休学については、次のことに注意してください。

① 休学期間は、1 年以内とします。

② 休学期間の延長の必要がある場合には、さらに 1 年間まで延長を願い出ることができます。 
③ 休学期間は、通算して 4 年を超えることができません。

④ 休学期間は、学則に定められた卒業要件としての在学すべき年数（4 年）には算入されませ

ん。

⑤ 休学期間は、学則に定められた在学が許される期間（8 年）には算入されません。

⑥ 休学期間終了と同時に卒業することはできません。

復学 

 休学者が休学期間を終え、復学する場合は「復学願」を大学に提出して許可を受けることが必要で

す。教務部より送付する書類に基づき、所定の期日までに手続きを行ってください。

長期欠席 

休学をせず、病気・怪我など、やむを得ない事由により長期（1 週間以上 3 か月未満）欠席する場

合、その事実を客観的に判断できる証明書を添付して「長期欠席願」を大学に提出し、許可を受ける

と、教務部から教員に長期欠席の連絡をします。そのため、診断書記載日と期間をあけずに、教務部

に提出してください（成績確定後の提出は受け付けません）。ただし、必ずしも出席の扱いになるとは

限りません。なお、長期欠席が認められた場合、履修中止申請期間外でも履修中止の申請を受け付け

ることがありますので、教務部に申し出てください。

退学 

 事情により退学する場合は、「退学願」を大学に提出して許可を受けることが必要です。退学は「願

い出による退学」と「懲戒による退学」に区分されます。

 「願い出による退学」は、学生自身の意思により大学を辞めることです。退学後の進路における履

歴の証明や再入学の可能性等を十分に考慮し、退学理由や退学日付についても考えた上、提出してく

ださい。「願い出による退学」に伴う納付金の返還については、後掲の『納付金』を参照してください。

一方、大学の規則に違反し、学生の本分にそむく行為のあった者が、「懲戒による退学」を受ける場

合もあります。

学 籍 
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再入学 

 退学者が再入学を希望する場合は、「再入学願」を提出することで、選考の上、再入学を認める場合

があります。再入学の時期は、原則許可された年度の翌年度の始めとします。

除籍 

学則には、大学の決定により、学生が本学での身分を失うものとして除籍が規定されています。学

則に定められている除籍の理由は次のとおりです。

① 在学期間が所定の年数（8 年）を超える者

② 授業料等の納付金又は在籍料を滞納し、催告してもこれに応じない者

③ 退学勧告を受けた者で、その後も改善が認められない者

転部 

学部の変更を希望する学生に対し、学内試験を実施し、転部を認める場合があります（概ね 2 年次

に進級する際の若干名の募集となり、毎年行われるとは限りません）。

6 月中旬に募集する学部を掲示で発表します。「募集要項」、「転部・転科願」を教務部にて配付しま

す。学内試験は 9 月から 10 月にかけて行われる予定です。 

転科 

■ 文学部、法学部

転部に同じ。

■ 経済学部

経済学部内の他の学科へ移ることを希望する学生に対し、志望理由、成績等を考慮し、選考の上、

若干名の転科を認める場合があります。認められた場合、2 年次に転じることになります。 
募集の詳細は 10 月に掲示で発表します。転科を希望する学生は 1 月末日までに「転科希望願」を

教務部に提出する必要があります。選考は 2 月に行われる予定です。 

■ 理工学部

理工学部内の他の学科へ移ることを希望する学生に対し、志望理由、成績等を考慮し、選考の上、

若干名の転科を認める場合があります。転科の時期は原則として 2 年次進級時となります。 
募集の詳細は 12 月に掲示で発表します。転科を希望する学生は 1 月末日までに「転科希望願」を

教務部に提出する必要があります。学内試験は 2 月に行われる予定です。なお、選考結果にかかわら

ず、当該年度末の成績が以下の要件を満たしていない場合は、転科は認められないので注意してくだ

さい。

① 所属する学科において次の年次への進級基準を満たしていること。

② 通算の GPA が所属する学科の当該年次における平均値を越えていること。

9 月卒業

前年度に卒業が認められなかった学生で、今年度前期末で卒業要件の充足が見込まれる学生は、9
月 30 日付けで卒業することができます。 

97



■ 要領・手続き

4 月の履修登録時において、卒業要件の充足が見込まれるように、前期開講科目を必ず履修登録し

てください。

「9 月卒業資格認定願」を 6 月末日までに提出してください。上述のとおりに履修登録をしても、

期限までに「9 月卒業資格認定願」が提出されなければ、9 月卒業の対象とはなりません。また、要

件充足者について、自動的に卒業認定を行うことはしません。

■ 卒業資格の認定

9 月卒業資格は、9 月に審査し、学長により認定されます。

進路未定等で 9 月卒業をしなくなった場合には、別途「9 月卒業資格認定取消願」を提出しなけれ

ばなりません。その場合は、至急教務部に連絡してください。

■ 9 月卒業の特例措置

卒業論文提出につき、提出したが不受理ないし不合格となった学生、または提出しなかったが仮題

目および本題目を提出済みの学生については、特例措置として、当人が希望し所定の手続きを経て次

年度前期に卒業論文を提出し、卒業論文が合格、かつ次年度前期末で卒業要件を満たす場合には、9
月卒業資格が与えられます。

この場合の日程は次のとおりですが、詳細は 12 月下旬に掲示予定ですので、確認してください。 

卒業論文題目（本題目）提出：4 月中旬の別途指定した期間（教務部） 
卒業論文提出：5 月中旬の別途指定した期間（教務部） 
9 月卒業資格認定願の提出：卒業論文と一緒に提出（教務部） 

卒業延期 

4 年次生で、卒業要件を満たすものの、国家試験受験、就職活動など正当な理由により、引き続き

在学することを希望する場合は、卒業要件を満たしたまま、卒業を延期することができます。手続き

の詳細や日程については、12 月上旬に掲示します。 

■ 出願資格

① 4 年次生であること。

② 卒業要件を満たす見込みである、あるいは満たしていること。

ただし、次に該当する場合は、出願できません。

・卒業延期により在学期間を延長した結果、在学期間が 8 年を超える場合

・授業料等の納付金を滞納している場合

また、4 年次後期から 1 年間留学する場合（留学期間を延長する場合を含む）は、卒業延期とはな

らず在学期間が延長されますので、卒業延期制度は適用されません。

■ 在学延長期間・卒業の時期

在学を延長できる期間は 1 年で、1 回（1 年）を限度に再延長することができます（通算 2 年まで）。

ただし、延長期間中の休学は認められません。

卒業の時期は、在学延長期間が終了する年度の終了日です。ただし、在学延長期間中に事情変更に

より、9 月卒業を希望する場合は、所定の手続きを経ることで卒業が認められます。期間を再延長し

た場合も同様です。

■ 手続き

・所定の期間（12 月～1 月頃）に「卒業延期願」を提出した学生に対し、審査の上、卒業延期が許可

されます。卒業要件を満たさなかった場合は、留年となり、この制度の適用を受けることはできま

せん。

98



・一旦卒業延期を許可された学生が、事情変更により本来卒業すべき年度末での卒業を希望する場合

は、教務部に連絡の上、所定の期日までに「卒業延期許可取消願」を提出する必要があります。提

出した場合に限り、本来卒業すべき年度末での卒業を認めます。

・卒業延期を許可された学生が、在学延長期間分の授業料等の納付金を所定の期間内（3 月中旬）に

納入しなかった場合は、卒業延期の許可を取り消し、本来卒業すべき年度末での卒業とします。

・在学期間の再延長を希望する場合、改めて手続きが必要となります。

■ 履修登録

原則として、他学部・他学科科目、単位互換科目、教職等資格課程科目を含め、通常どおり履修登

録することができます。

■ 学生の身分等

卒業延期者の身分は、在学生と何ら変わりませんので、情報教育用施設、図書館などの諸施設・設

備の利用、学割の発行、学生教育研究災害傷害保険の加入などはもちろん、学則に基づく懲戒処分に

ついても通常の学生と同等に扱われます。

また、在学延長期間中（4 月 1 日以降）に、本学の留学制度に基づく留学をすることもできます。

単位認定を希望する場合は、12 月末日までに教務部に申し出てください。単位認定手続きの締切につ

いては、申し出の際に教務部に確認してください。各学部の審査日程に手続きが間に合わない場合は、

単位認定できません。

氏名の変更 

 改姓や改名をした場合は、「改姓・改名届」に変更の事実を証明できる書類（戸籍の「全部事項証明

書（謄本）」、「個人事項証明書（抄本）」）を添えて提出する必要があります。

保証人の変更（学生部） 

 保証人を変更する場合は、「保証人変更届」を提出する必要があります。保証人の名前が変更になっ

た場合も同様です。詳しくは、学生部に問い合わせてください。

住所・電話番号の変更（学生部） 

 本人および保証人の住所・電話番号を変更した場合は、「住所変更届」を提出する必要があります。

本人のみの住所・電話番号の変更の場合は、ポータルサイトから申請入力することができます。申請

方法の詳細は「Seikei Portal 利用マニュアル」を参照してください。その他不明点等については、学

生部に問い合わせてください。

留学（国際課） 

留学については、後掲の『外国留学』を参照してください。詳しくは、国際課に問い合わせてくだ

さい。
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授  業 

納入時期 

 2023年度入学者の後期納付金より、原則、口座振替での納入となります。入学後、ご登録頂く金融

機関口座から、授業料等の納付金（授業料、施設費および設備費をいう。以下同じ。）を引き落としま

すので、振替日の前日までに口座にご資金の準備をお願いします。なお、口座振替に係る手数料につい

ては、納入者負担となりますので、予めご了承ください。口座振替日は次のとおりです。 

  前期： 4月 12日 

  後期：10月 6日 

なお、2022年度以前に入学された方については、振込依頼書を毎年 4月上旬に前期分と後期分を同

封して学生（保証人住所）宛に郵送します。授業料等の納付金は、次の期日までに納入してください。 

  前期： 4月 19日まで 

  後期：10月 11日まで 

※ 振替日および納入期限の最終日が土・日・祝日または金融機関の休日の場合は、翌日が振替日・納

入期限となります。

※ 期日までに納入することが困難な場合は、財務部経理課に願い出て、納入期限を延長することが

できます。延納が許可された後、振込依頼書を郵送します。

 休学期間中の取扱い 

休学を許可された場合であっても、休学期間中の授業料等の納付金を納入しなければなりません。

しかし、次のすべての条件を満たす場合は、在籍料（半期 75,000円、年間 150,000円）の納入となり

ます。 

① 休学期間が学期の全期間にわたる場合

② 前期：4月 30日、後期：10月 31日までに「休学願」を提出し、休学が許可された場合

※ 休学が許可された後、在籍料の振込依頼書を郵送します。ただし、2023年度以降の入学者につい

ては、改めて口座振替のご案内をいたします。

 退学に伴う納付金の返還について 

次の期日までに退学願を教務部に提出し、退学が許可された場合は納付金返還の対象となります。 

なお、返還にあたっては、退学願同様、期日までに「退学に伴う納付金返還願」を経理課へ提出する

必要があります。 

前期：前期納付金を納入した場合、その年度の 4月 30日までに退学願を教務部へ提出した場合に

は、前期納付金の返還対象とする。 

後期：後期納付金を納入した場合、その年度の 10月 31日までに退学願を教務部へ提出した場合に

は、後期納付金の返還対象とする。 

納 付 金 
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授業料等の減免 

 4 年次生のうち、学部の修業年限を超えて在学している者（卒業延期者を除く。）で、本年度の始め

において卒業に必要な単位数のうち未修得の単位数が 8 単位以下の者については、本年度納入すべき

授業料等の納付金の 2 分の 1 を減額します。該当者については、手続きは必要なく、減免措置がとら

れ、4 月上旬に財務部経理課より納付金減免の通知が郵送されます。ただし、2023 年度以降の入学者

については、改めて口座振替のご案内をいたします。  

 なお、資格試験等による単位認定を希望する者で、オリエンテーション期間に手続きを行い、単位認

定がされた結果、未修得単位数が 8単位以下となった者についても減免対象とします。 

※ 授業料等の減免が適用される年度に休学した場合は、減免の対象とはなりません。

※ 納付金減免の通知に同封の振込依頼書で、前期分のみ納めてください。この減免は年額の 2 分の

1のため、後期分を納める必要はありません。

４年次後期から１年間、本学の外国留学制度で留学する場合の取扱い 

 留学期間が学期の全期間にわたる場合に限り、その学期について納入すべき授業料等の納付金の３

分の２を減額します。ただし、他の減免措置が同時に適用されることはありません。また、留学終了後

に引き続き在学する場合は通常の納付金が適用されます。 

9月卒業時の取扱い 

 9 月卒業が認定された学生については、その年度に納入すべき授業料等の納付金の 2 分の 1 を減額

します。9月卒業が認定されなかった場合は、全額納付しなければなりません。ただし、年度の始めに

おいて卒業に必要な単位数のうち未修得の単位数が 8 単位以下であれば、授業料等の減免が受けられ

ます。 

卒業延期者の取扱い 

 卒業延期者については、履修登録の有無、履修登録単位数、留学にかかわらず、その年度に支払うべ

き授業料等の納付金の 2分の 1を減額します。卒業延期期間中は、休学は認められません。 
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【注意】下記の内容は今後変更の可能性があります。 

学期末試験関連の連絡事項については、必ずポータルサイトの掲示を確認してください。 

試験期間 

試験期間については『学年暦』を参照してください。

試験時間割 

試験期間前に学期末試験時間割を掲示で発表します。通常授業とは異なる曜日、時間帯（6 限を含む）

に試験を実施する科目もありますので、注意してください。

■ 試験教室

試験教室は学期末試験時間割に記載されていますので必ず確認してください。

科目によっては複数の教室に分かれて同時に試験が行われる場合があります（「分離試験」という）。

必ず指定された教室で受験してください。

■ 受験上の注意

学期末試験時間割と一緒に掲示します。後述の受験上の注意を必ず読んだ上で、受験してください。

受験上の注意は変更になる場合もありますので、必ず最新のものを確認してください。なお、履修登録

をしていない科目および履修中止した科目は受験できません。 

参照許可物 

参照許可物（試験時に持込可能な図書類）については、試験期間前に掲示される「参照許可物一覧」

あるいは、授業内で担当教員より指示がありますので確認してください。

受験上の注意 

■ 座席について

正面に向かって左端から一人おきに着席すること。座席指定等を行う科目もあるため、監督者から

の指示があればそれに従うこと。

■ 学生証について

学生証は必ず携帯し、机上の見やすい位置に写真の部分を表にして置くこと。学生証を携帯しない

者は、受験を認めない。

■ 仮受験許可証について

学生証を忘れた者は、教務部の証明書自動発行機にて仮受験許可証（200 円）を発行し、教務部の確

認印を受けた場合に限り受験が認められる。仮受験許可証で受験する場合には、最前列で受験するこ

と。なお、仮受験許可証の有効期限は当日限り。

学期末試験・レポート 
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■ 受験開始時の注意事項

机上に置くことができるもの

・学生証

・筆記用具（鉛筆・シャープペンシル、消しゴム、定規等）

・持込みを許可された参照許可物

※ 上記以外は、机上・机の棚には置かずにすべてカバンの中にしまうこと。

置いたまま受験すると、不正行為とみなされることがあるので特に注意すること。

机上・机の棚に置いてはならないもの

・参照許可物以外のもの

・携帯電話、スマートフォン、通信機能をもつ腕時計等（電源を切りカバンにしまうこと）

・携行品（カバンなど収納具、筆箱・ケース類を含む）

・上着、帽子類

※ 口を閉めることのできない収納具・中身が見える透明ケース等は隣の座席にも置かず、カバン

にしまうこと。

■ 入退室について

受験者は、試験時間割定刻 10 分前までに指定された試験場に入室すること。遅刻した場合でも、試

験時間割定刻 20 分以内に試験場に到着したときは、必ず受験すること。 
途中入室については試験時間割定刻より 20 分までとし、以後は認めない。途中退室については開講

学部等によって異なるので、以下の表でよく確認すること。

開講学部等 途中退室

成蹊教養カリキュラム 認めない

EAGLE（2020 年度以降入学生）・ 
成蹊国際コース（2019 年度以前入学生） 認めない

教職課程 認めない

経済学部 認めない

経営学部 認めない

理工学部 試験開始後 60 分以降 
文学部 認めない

法学部 試験開始後 30 分以降 
※ 試験時間中の入退室は静粛に行うこと。

※ 試験終了後の答案用紙の提出は、監督者の特別な指示のない限り着席したままで行う。答案回収

が終わり、監督者の指示があるまでは退室することができない。

※ 開講学部は、掲示されている学期末試験時間割で確認すること。

■ 受験中・終了時について

・答案用紙・出席票は、学籍番号・氏名を必ず記入し提出すること。学籍番号・氏名が記入されてい

ない答案用紙・出席票は無効とみなされる。

・退室の際、答案用紙（白紙答案であっても）・出席票を試験場から持ち出してはならない。

・受験中の不正行為が確認された場合は、学則にもとづき厳重に処罰される。また、監督者の注意に

もかかわらず公正さを疑わせる行為や秩序を乱す行為等をした場合は、不正行為と同等の処罰を

受けることがある。

・試験終了後も、教室内では携帯電話等電子機器を出さないこと。

・以上のほか、受験に関する行為は全て監督者の指示に従うこと。監督者の指示に従わない者は不正

行為を行った者と推定され、直ちに受験を中止させることがある。
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不正行為 

 受験中、学期末試験の実施に関する規則に定める不正行為を行った場合には、所定の手続きを経て、

学則により懲戒処分（通常は無期停学）されます。無期停学となった期間は卒業に必要な修業年限（4
年）には算入されず、4 年間での卒業ができなくなります。また、当該学期の学期末試験科目の成績評

価はすべて「F」（不合格）となり、単位を修得することはできません。停学処分のあった年度末には

進級できず、原級にとどまることになります。

不正行為とは、次に掲げる行為をいいます。

① 参照を許可されていない書籍、ノートその他の物品を試験中に参照すること。

② 机、身体、所持品、用紙、書籍等に、解答に役立つ可能性のある文字・記号を記載し、試験中にそ

れを参照することができるような状態の下で受験すること。

③ 他人に代わって受験すること。他人を代わりに受験させること。

④ 試験中に、他人の答案を見ること、他人に答案を見せること。他人が自己の答案を見ている状態を

ことさらに放置すること。

⑤ 試験中に、音声、動作、メモその他の伝達手段により、解答に役立つ情報を伝えること、または、

そのような行為を共謀し、助勢し、要求し、もしくは加担すること。

⑥ 科目担当者または試験監督者が一度不正行為に関する警告カードにより警告したにもかかわらず、

その指示に従わないこと。

⑦ その他健全な大学生としての常識に照らし、明らかに公正な試験の実施を阻害すると認められる

行為をすること。

追試験 

 学期末試験実施日に病気またはやむを得ない理由により、受験が不可能であった者に対し、審査の

上、追試験を許可することがあります。ただし、平素の出席状況等によっては、許可を取り消すことが

あります。また、許可された試験を放棄・欠席することは認められません。放棄・欠席した場合、再度

の追試験は実施いたしません。また、次回以降の追試験受験を認めない対象となります。

■ 願出の手続き

所定の期間に追試験願および証明書を提出してください。詳細はポータルサイトの掲示を確認して

ください。

■ 交通機関の遅延による追試験手続き

交通機関の遅延により、試験時間割定刻から 20 分を超えたため、学期末試験を受けることができな

かった場合の追試験の申請は、自宅（大学に届け出ている住所）から大学に向かう場合に限ります。次

の書類を提出してください。詳細はポータルサイトの掲示を確認してください。

① 追試験願

「自宅を出た時刻」、「自宅から大学までの乗り換え経路」、「大学への到着時刻」等を詳しく記

載してください。

② 遅延証明書

「乗車日付」および「遅延時間」が記載されたものを有効とします。インターネット上の証明

書も有効です。
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【 教務部連絡先 】
経済学部：0422－37－3703 
経営学部：0422－37－3703 
理工学部：0422－37－3551 
文 学 部：0422－37－3736 
法 学 部：0422－37－3556 

■ 証明書の添付

追試験を願い出る際には、当該試験の受験ができなかったことを客観的に証明する次の書類（試験

を欠席した日付が確認できるもの）を必ず添付しなければなりません。

欠席理由 欠席理由を証明する書類等

本人の傷病 ※１
医師の診断書

（大学所定用紙又はそれに準ずるもの）

親族（三親等以内）の死亡 会葬礼状又は死亡診断書

親族（三親等以内）の傷病 医師の診断書

就職試験 ※2 企業、官公庁等発行の証明書（就職試験の場所・

日時が明記され、社印等が押印されていること）

交通機関の遅延等 ※3（注意！） 交通機関の遅延証明書

災害（台風、水害、火災、地震等） 罹災証明書等、災害の状況が把握できる書類

正課授業に基づく実習（教育実習、インターンシ

ップ）

証明する書類の提出は不要

（大学でその事実を確認できるものに限る）

単位互換制度による他大学、他大学院との試験

時間の重複または移動時間の不足による欠席
証明する書類の提出は不要

部活動等における「学生の日本代表」または

「日本代表クラス」での大会参加

招聘機関等からの証明書及び当該大会等の

内容が分かる書類等

裁判員制度に基づく要請 裁判所からの要請等を証明する書類等

その他公的機関からの要請等 公的機関からの要請等を証明する書類等

その他
所属する学部又は研究科が特に提出を

求めたもの

※1 インフルエンザ、はしかなどの学校感染症にかかった場合は、「学校感染症出席停止証明書」ま

たは診断書を提出してください。

※2 日程変更ができない就職試験の場合に限ります。セミナー、説明会、OB 訪問は含まれません。

※3 「乗車日付」および「遅延時間」が記載されたものを有効とします。

■ 許可者発表

審査結果や追試験時間割は、掲示にて発表します。

■ 注意事項

追試験の対象となる科目は、学期末試験時間割に記載された科目のみです。科目担当教員の判断で、

授業時間中に実施されるテストは、学期末試験にはあたりません。学期末試験の実施に関する規則は

適用されませんので、注意してください。
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レポート

■ レポートの提出について

提出期間、提出方法等の詳細については担当教員より指示があります。提出方法は、授業内での回

収、6 号館 1 階教務部レポート提出ボックスへの提出、ポータルサイト、CoursePower から提出など

がありますので、必ず教員の指示を確認してください。

■ 注意事項

レポートの提出の際には、次の点に注意して提出してください。

① 履修登録をしていない科目および履修中止した科目のレポートは、提出しても無効となる。

② レポートは完成した状態にして提出すること。提出形式に不備がある場合には無効となることが

ある。

③ 他の者のレポートを写したり、Web サイトの内容を複写するなどの行為が認められた場合には、

成績評価は「F」になることがある。（※）

④ いかなる理由でも、指定された期間以外の提出は受付けない。

⑤ 指定された提出先に提出すること。異なった提出先に提出されたレポートは無効になることがあ

る。

⑥ 提出日が近づくと、学内のパソコンの利用が混み合うため、レポートは余裕を持って作成し、提出

すること。

（※注意！）～盗用、剽窃について～ 

レポートに限らず、授業において様々な成果物を課されることがありますが、それらを作成するに

あたり、友人の成果物や Web サイトの文章など、他人が作成したものをあたかも自分が作成したかの

ように見せかけることは、「盗用」や「剽窃（ひょうせつ）」と呼ばれ、厳しく禁じられています。 

成蹊大学では、そのような行為を行った学生に対し厳正に対処していますので、絶対に行わないよう 

にしてください。 

■ 生成 AI の利用について

生成 AI の利用について、所属する学部等や担当教員から指示がある場合は、それに従ってください。

生成 AI の出力をそのまま、あるいは多少表現を変えた程度で、レポートとして提出することは認めら

れません。レポートに取り組む際に生成 AI をなんらかの形で利用した場合は、利用方法を明示してく

ださい。特に、自分の意見との区別に留意してください。
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成績評価 

■ 評価の方法

シラバスに各科目の評価方法が記載されています。科目の特性や授業方法等により、学期末試験（前

期・後期）、レポートの提出、授業中に行われる小テストおよび授業における学習態度や出席状況など、

評価方法が多岐に渡っていますので、科目ごとに確認してください。

■ 評価の種類

成績評価は「S」「A」「B」「C」「F」「P」「N」のいずれかで評価されます。「S」「A」「B」「C」「P」
は合格として所定の単位が認定されますが、「F」「N」は不合格で単位は認定されません。 

また留学等により単位認定を受けた科目は「T」（Credits Transferred）と表示され、履修中止した

科目は「W」（Withdrawal）と表示されます。 

■ 科目の再履修

不合格となった科目の単位を修得するためには、翌年度以降に再履修する必要があります（「N」評

価で不合格の場合を除く）。しかし、一度合格し単位を修得した科目は、再履修できません。（日本文

学科の重複履修科目を除く。）

■ 成績証明書への記載

成績証明書には、「W」を除き、不合格の「F」「N」評価を含めたすべての評価が記載されます。た

だし、「F」評価で不合格になった科目を再履修し、合格の評価を得た場合には、再履修前の「F」評価

は記載されません。（日本文学科の重複履修科目を除く。）

GPA 制度 

■ GPA とは

各評価に GP（Grade Point）を設け、所定の計算式に基づいて算出した平均値を GPA（Grade Point
Average）といいます。 

成績表示 成績評価基準 GP 

合格

S 100 ～ 90 点 4.0 
A 89 ～ 80 点 3.0 
B 79 ～ 70 点 2.0 
C 69 ～ 60 点 1.0 

不合格 F 59 点以下 0.0 

GP 対象外 

P Pass －

N Non Pass －

T 単位認定 －

W 履修中止 －

成 績 
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■ GPA の算出方法

GPA ： P1／Q1 （小数点以下第 4 位を四捨五入し、小数点以下第 3 位まで表示する）

P1 =  各評価の単位数に指定のポイントを乗じて累積したもの

S 単位数×4＋A 単位数×3＋B 単位数×2＋C 単位数×1＋F 単位数×0
Q1 =  総履修単位数

■ GPA の注意事項

(1) GPA の対象となる科目は、卒業に必要な単位数に算入することができる科目です。

(2) 「T」、「W」、「P」、「N」評価の科目は GPA に算入しません。

(3) 過去に「F」評価を受けた科目で、再履修して合格評価（S・A・B・C）を得た場合や「T」で単

位認定を受けた場合は、通算 GPA 算出の際の「Q1＝総履修単位数」に含まれません。ただし、

「F」評価を受けた当該学期の「Q1＝総履修単位数」には含まれます。

(4) 「F」評価を受けた科目を再履修し、その科目を履修中止して「W」表記となった場合は、再履

修前の「F」評価の単位数は GPA に算入されますので注意してください。

(5) GPA には学期ごとの GPA、年度 GPA、通算 GPA があります。成績通知表には、この 3 種類の

GPA がすべて記載され、成績証明書には、通算 GPA が記載されます。

成績の通知・確認 

■ 前期の成績確認

後期の授業開始前にポータルサイトで開示するほか、「成績通知表」を 10 月上旬に保証人住所（保

証人と本人の連名宛）に送付します。それまで履修した科目すべての成績が表示されます。成績の確認

方法の詳細は、「Seikei Portal 利用マニュアル」を参照してください。 

■ 前期集中講義の成績確認

ポータルサイトで開示します。成績評価に質問がある場合は、「履修・成績質問票」を教務部に提出

してください。

 成績開示の時期や「履修・成績質問票」の受付期間は『履修成績関係日程』および掲示を確認してく

ださい。

■ 学年末の成績確認

「成績通知表」を、3 月下旬に保証人住所（保証人と本人の連名宛）に送付します。なお、ポータル

サイト上では、3 月上旬に開示します。成績開示の日時は掲示を確認してください。

■ 成績評価に疑問がある場合

授業の担当教員に直接問い合わせないでください。

「履修・成績質問票」を、教務部に提出してください。日程は『履修成績関係日程』や掲示を確認して

ください。

教務部から担当者に問い合わせ、回答が戻り次第掲示で連絡します。
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授  業

申込み方法・交付 

証明書が必要な場合は、証明書自動発行機を利用してください。証明書自動発行機は 3 号館 1 階と

6 号館 1 階に設置しています。（3 号館 1 階の証明書自動発行機は交通系 IC カード決済専用です。） 
発行可能な証明書は、学籍状態や、単位の修得および履修状況などにより異なります。また、発行期

間が限定されるものもありますので、注意してください。

証明書の種類 

下記の証明書は、証明書自動発行機で即日交付が可能です。下記に記載のない証明書については発

行機で申請書を購入のうえ、教務部に申請してください。（発行までに時間がかかりますので、余裕を

もって申請してください。）申請書は、6 号館教務部内の証明書自動発行機でのみ購入できます。詳細

は HP または発行機の掲示を参照してください。 

証明書の種類 対象学生 発行手数料

在学証明書（和文・英文） 1 年次生以上 

1 通 200 円 

成績証明書（和文・英文）

卒業見込証明書（和文・英文） 4 年次生 
卒業見込･成績証明書（和文・英文）

教育職員免許状取得見込証明書（和文） 1 年次生以上 
健康診断証明書（※）

※本学所定の用紙の場合のみ。専用用紙による健康診断証明書については、申請書を購入のうえ大学

保健室に提出してください。なお、この証明書は 4 月の健康診断受診後、5 月中旬頃から申し込むこ

とができます。

自動発行機の稼動時間 

曜日 稼働時間

平日（月～金曜日） 9:00～17:00 
土曜日 9:00～12:00 

※夏期・冬期休業期間中の稼動日・時間については掲示を参照してください。

卒業見込証明書・卒業証明書の発行時期・条件 

卒業見込証明書は 4 年次に卒業要件を満たせるように履修登録をした学生を対象に、4 月初旬から

発行します。

卒業証明書は、卒業資格認定者を対象に 3 月卒業者は 3 月中旬から、9 月卒業者は 9 月下旬から発

行します。なお、卒業した翌月からは手数料が卒業生料金（1 通 400 円）となります。 

証 明 書 
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本学では、外国の大学（外国における正規の高等教育機関で学位授与権を有するもの、またはこれに

相当する教育研究機関）に留学を希望する学生が、休学することなく、在学したまま留学することがで

きる外国留学制度があります。留学の手続きについては国際教育センター国際課で行います。

 外国留学の種類 

本学の外国留学には、協定留学、JSAF プログラム、認定留学があります。 

■ 協定留学

学内で選抜された学生が、本学の外国留学制度を利用し、本学と協定を結んでいる大学に留学する

ものです。この協定留学には、長期協定留学、中期協定留学、短期協定留学があります。協定先の大学、

留学時期、募集時期等の最新情報は、国際教育センターホームページの「海外留学ガイド」を参照して

ください。  

URL   https://www.seikei.ac.jp/gakuen/siis/ 

留学の手続きについては、国際教育センター国際課が主催する各協定留学プログラムの説明会に参

加し、指示を受けてください。

(1) 長期協定留学

この留学は、本学に 1 年以上在学し、かつ、所定の単位を修得した学生を対象としています。

ただし、1 年次生であっても出願することができます。留学期間は、半年もしくは 1 年です。 

留学する学年 卒業に必要な修得単位

2 年次で留学する場合 36 単位以上 
3 年次で留学する場合 72 単位以上 
4 年次で留学する場合 100 単位以上 

主な特徴は、次の 5 点です。 
① 1 年の留学期間を修業年限（4 年）に算入することができます。

② 留学先大学で修得した単位は、60 単位を限度に授業科目として認定することがあります。必

修の演習科目についても、留学先大学で修得した授業科目の内容により、単位認定されるこ

とがあります。卒業論文については、原則として認定されませんが、留学先で修得した授業内

容により、認定されることがあります。各年次で修得する必要がある演習や卒業論文等が単

位認定された場合には、各学科 4 年間で卒業できる可能性があります。ただし各資格課程・

教職課程に関する科目は認定しません。

③ 後期から 1 年間留学する場合には、年度始めに履修登録した通年科目を留学終了後の後期に

おいて継続して履修できる制度があります。

④ 留学期間が学期の全期間にわたる場合に限り、その学期について納入すべき授業料等の納付

金の 3 分の 2 を減額します。また、参加プログラムによっては「成蹊大学外国留学プログラ

ム費補助金」を受給することが可能です。

⑤ 留学先での授業料は、交換協定の場合のみ一部の協定校を除き全額免除されます。

留学期間は、実際の出国日または帰国日にかかわらず、開始日は 4 月 1 日または 10 月 1 日、終

了日は 3 月 31 日または 9 月 30 日となります。 

外 国 留 学 
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(2) 中期協定留学

この留学は、本学に 1 年以上在学し、かつ、所定の単位を修得した学生を対象としています（長

期協定留学の項を参照）。

主な特徴は、次の 4 点です。 
① 半期の留学期間は、修業年限（4 年）に算入することができます。

② 留学する年度の履修登録は、留学期間ではない前期もしくは後期の科目に制限され、一部の

演習科目を除き通年科目の履修はできません。

③ 留学期間が学期の全期間にわたる場合に限り、その学期について納入すべき授業料等の納付

金の 3 分の 2 を減額します。また、「成蹊大学外国留学プログラム費補助金」を受給すること

が可能です。

④ 留学先での学修を終了した学生には、その学修内容により、授業科目として単位認定を受け

ることができます。単位認定科目および単位数については、後掲の表を確認してください。

※ 留学する年度の履修登録は、必ず指導教授等の履修指導を受けて行なってください。またこ

の中期留学に前期または後期から参加することにより、当年度の半期分の履修登録および単

位認定方法等が変わりますので、注意してください。

【 前期（春期）に留学する場合 】 

履修登録できる科目は、後期開講科目と卒業論文のみです。 

4 年次 

(ア) 英語英米文学科・国際文化学科・現代社会学科

「演習Ⅲ」の留学による単位認定、留学終了後の後期における「演習Ⅳ」の履修および「卒業論文」

の提出が可能です。このため、卒業要件を満たせば、留学した年度に卒業することができます。

(イ) 日本文学科

留学終了後の後期に、「日本文学演習Ⅳ」または「日本語学演習Ⅳ」のいずれかを集中して２科目履

修することで、そのうち１科目を「日本文学演習Ⅲ」または「日本語学演習Ⅲ」に読み替えて、「日本

文学演習Ⅲ」と「日本文学演習Ⅳ」、または「日本語学演習Ⅲ」と「日本語学演習Ⅳ」という 2 科目の

単位を修得することが可能です。また、留学終了後の後期における「卒業論文」の提出が可能です。

このため、留学前の既修得単位と、留学により認定された単位および後期開講科目のうち修得した

単位（「日本文学演習Ⅲ」または「日本語学演習Ⅲ」を含む）とを合わせて、卒業要件を満たすのであ

れば、留学した年度に卒業することができます。

3 年次

(ア) 英語英米文学科・国際文化学科・現代社会学科

留学前の既修得単位、留学により認定された単位（「演習Ⅰ」を含む）、および後期開講科目のうち

修得した単位（「演習Ⅱ」を含む）と合わせて進級要件を満たすのであれば、4 年次に進級することが

可能です。

(イ) 日本文学科

留学終了後の後期に、「日本文学演習Ⅱ」または「日本語学演習Ⅱ」のいずれかを集中して 2 科目

履修することで、そのうち 1 科目を「日本文学演習Ⅰ」または「日本語学演習Ⅰ」に読み替えて、「日

本文学演習Ⅰ」と「日本文学演習Ⅱ」、または「日本語学演習Ⅰ」と「日本語学演習Ⅱ」という 2 科目

の単位を修得することが可能です。このため、留学前の既修得単位と、留学により認定された単位お

よび後期開講科目のうち修得した単位（「日本文学演習Ⅰ」または「日本語学演習Ⅰ」を含む）とを合

わせて、進級要件を満たすのであれば、4 年次に進級することができます。
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2 年次

全学科について、留学前の既修得単位、留学により認定された単位および後期開講科目のうち、修得

した単位と合わせて、進級要件を満たすのであれば、3 年次に進級することができます。 

なお、留学により単位認定が可能な科目には限りがあります。そのため、進級要件を満たすかどうかを、

慎重に検討することが必要です。また 4 年間で卒業するためには、3 年次以降に多くの科目を履修し、単

位を修得する必要があります。留学後の 3 年次において、履修希望科目に時間割上の重複がおこること

もあるため、必ずしも思いどおりの履修登録ができない場合も考えられますので注意してください。 

【 後期（秋期）に留学する場合 】 

履修登録できる科目は、前期開講科目のみです。 

4 年次 

全学科について、留学によって「卒業論文」が単位認定されないため、留学した年度においては卒業

ができません。なお、次年度については、卒業論文の提出にかかわる手続き等が変更になる可能性があ

りますし、授業料などの減免、9 月卒業などの可能性もあるので、指導教授と個別に十分な相談をしてく

ださい。

(ア) 英語英米文学科

「演習Ⅳ」の留学による単位認定を認めません。

(イ) 日本文学科

留学前の前期に、「日本文学演習Ⅲ」または「日本語学演習Ⅲ」のいずれかを集中して２科目履修す

ることで、そのうち 1 科目を「日本文学演習Ⅳ」または「日本語学演習Ⅳ」に読み替えて、「日本文学

演習Ⅲ」と「日本文学演習Ⅳ」、または「日本語学演習Ⅲ」と「日本語学演習Ⅳ」という 2科目の単位を

修得することが可能です。あるいは、留学後の次年度前期に、「日本文学演習Ⅲ」または「日本語学

演習Ⅲ」を履修して、それを「日本文学演習Ⅳ」または「日本語学演習Ⅳ」に読み替えることも可能で

す。

(ウ) 国際文化学科・現代社会学科

「演習Ⅳ」の留学による単位認定が可能です。

3 年次

(ア) 英語英米文学科・国際文化学科・現代社会学科

留学前の既修得単位（「演習Ⅰ」を含む）と、留学により認定された単位（「演習Ⅱ」を含む）とを合わ

せて、進級要件を満たすのであれば、帰国後 4 年次に進級することが可能です。

(イ) 日本文学科

留学前の前期に、「日本文学演習Ⅰ」または「日本語学演習Ⅰ」のいずれかを集中して 2 科目履修

することで、そのうち 1 科目を「日本文学演習Ⅱ」または「日本語学演習Ⅱ」に読み替えて、「日本文

学演習Ⅰ」と「日本文学演習Ⅱ」、または「日本語学演習Ⅰ」と「日本語学演習Ⅱ」を修得することが

可能です。このため、留学前の既修得単位（「日本文学演習Ⅱ」または「日本語学演習Ⅱ」を含む）と、

留学により認定された単位とを合わせて、進級要件を満たすのであれば、帰国後 4 年次に進級する

ことができます。

2 年次

全学科について、留学前の既修得単位、留学により認定された単位と合わせて進級要件を満たすので

あれば、帰国後 3 年次に進級することができます。 
なお、留学により単位認定が可能な科目には限りがあります。そのため、進級要件を満たすかどうかを、

慎重に検討することが必要です。また 4 年間で卒業するためには、3 年次以降に多くの科目を履修し、単

位を修得する必要があります。留学後の 3 年次において、履修希望科目に時間割上の重複がおこること

もあるため、必ずしも思いどおりの履修登録ができない場合も考えられますので注意してください。
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履修科目名・時間 学部・科目区分 利用可能科目 備考
認定

単位数
College English （Listening & Speaking）Ⅰ①

College English （Listening & Speaking）Ⅱ①

College English （Global Topics）Ⅰ①

College English （Global Topics）Ⅱ①

College English （Reading & Writing）Ⅰ①

College English （Reading & Writing)Ⅱ①

College English （Local Topics）Ⅰ①

College English （Local Topics）Ⅱ①

Presentation Skills ②
Discussion Skills ②
Writing Skills ②
多読で学ぶ英語と文化②

映画で学ぶ英語と文化②

ドラマで学ぶ英語と文化②

歌で学ぶ英語と文化②

Academic Reading ① 英米2年次のみ認定可

Academic Writing Ⅰ①・Ⅱ②

Integrated English Ⅰ①・Ⅱ①

English Workshop A～D（各①）

Advanced Oral English A・B（各②） 3年次・4年次認定可

Independent Study Ⅰ②

Independent Study Ⅱ②

Independent Study Ⅲ②

Academic Listening②
Cross Cultural Communication Skills②
Discussion & Presentation②
English for the Work Place②
Essay Writing②
Intensive Reading②

成蹊教養カリキュラム インターンシップ準備講座② 3年次・4年次認定可

キャリア教育科目 International Internship②
海外研修A②

海外研修B②

＜2年次＞

英米：2年次演習ⅠまたはⅡ②
国際：国際文化基礎演習ⅡまたはⅢ②
現社：現代社会研究の方法ⅠまたはⅡ②
＜3年次＞
英米・国際・現社：演習ⅠまたはⅡ②
＜4年次＞
英米：演習Ⅲのみ②
国際・現社：演習ⅢまたはⅣ②

日文における演習の扱いに
ついては「参加者への対応」参照

Topics in British Culture A・B（各②）

イギリスの歴史と文化A・B（各②）

イギリス文学･文化AⅠ～DⅠ

イギリス文学･文化AⅡ～DⅡ（各②）

イギリス文化・文化史特講A・B（各②）

グローバリゼーションと社会学②

コミュニティの社会学②

文学部科目・
成蹊国際コース

海外研修C～H（各②）

認定可能単位数合計 20単位

※ College English の単位認定について

・2年次は当該留学期間で履修できない科目を認定する。（前期：Global TopicsⅠ・Local TopicsⅠ、後期：Global TopicsⅡ・Local TopicsⅡ）

・再履修がある場合には、状況に応じ検討する。

※ 演習の単位認定について

・各年次とも当該留学期間で履修できない科目を認定する。(英米文学科の演習Ⅳを除く)。

※ 成蹊国際コース科目の単位認定について

・成蹊国際コース科目は、成蹊国際コース所属者のみ単位認定できる。

・成蹊国際コースの必修科目は、当該留学期間で履修できない科目を認定する。

※ 単位認定は、単位を修得していない上記科目で行う。

なお、既に単位を修得し認定できる科目がない場合には、代替科目などの措置はとらない。

・卒業論文の単位認定はできないため、4年後期に留学した場合は、当該年度では卒業できない。

オーストラリア中期協定留学単位認定利用可能科目（文学部）

（2018年度以降入学生適用）

Global English
(300時間)

成蹊教養カリキュラム
英語科目コア

成蹊国際コース
選択必修科目

文学部科目

成蹊国際コース
必修科目

成蹊教養カリキュラム
英語科目発展

教養カリ英語科目の認定は、
コア科目は原則2単位以内、

発展科目は10単位以内。
ただし、コア・発展合計で、
最大10単位まで。

英米2年次3年次のみ認定可

10

10

Preparing for
the Global Workforce

（60時間）

Professional
Internship
(280時間)

成蹊教養カリキュラム
国際教養科目

文学部科目

成蹊国際コース所属者のみ
認定可

※ 留学先大学は、前期・後期の各派遣回において、国際教育センター国際課から募集要項にて発表される。
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（2014~2017年度 入学生適用）

履修科目名・時間 学部・科目区分 利用可能科目 備考
認定

単位数
College English （Listening & Speaking）Ⅰ①

College English （Listening & Speaking）Ⅱ①

College English （Global Topics）Ⅰ①

College English （Global Topics）Ⅱ①

College English （Reading & Writing）Ⅰ①

College English （Reading & Writing）Ⅱ①

College English （Local Topics）Ⅰ①

College English （Local Topics）Ⅱ①

Presentation Skills ②
Discussion Skills ②
Writing Skills ②
多読で学ぶ英語と文化②

映画で学ぶ英語と文化②

ドラマで学ぶ英語と文化②

歌で学ぶ英語と文化②

Academic Reading ① 英米2年次のみ認定可

Academic Writing Ⅰ①・Ⅱ② 英米2年次3年次のみ認定可

Oral EnglishⅠ～Ⅵ（各①）

English Workshop A～D（各①）

Advanced Oral English A・B（各②） 3年次・4年次認定可

海外研修A②

海外研修B②

文学部科目・
成蹊国際コース

海外研修C～H（各②）

Independent Study Ⅰ②

Independent Study Ⅱ②

Independent Study Ⅲ②

Academic Listening②
Cross Cultural Communication Skills②
Discussion & Presentation②
English for the Work Place②
Essay Writing②
Intensive Reading②

成蹊教養カリキュラム インターンシップ準備講座②

キャリア教育科目 International Internship②
Topics in British Culture A・B（各②）

イギリスの歴史と文化A・B（各②）
イギリス文学･文化AⅠ～DⅠ

イギリス文学･文化AⅡ～DⅡ（各②）
イギリス文化・文化史特講A・B（各②）

グローバリゼーションの社会学②
コミュニティの社会学②

＜2年次＞

英米：2年次演習ⅠまたはⅡ②
国際：国際文化基礎演習ⅡまたはⅢ②
現社：現代社会研究の方法ⅠまたはⅡ②
＜3年次＞
英米・国際・現社：演習ⅠまたはⅡ②
＜4年次＞
英米：演習Ⅲのみ②
国際・現社：演習ⅢまたはⅣ②

日文における演習の扱いに
ついては前掲を参照

認定可能単位数合計 18単位

※　College English の単位認定について

　・2年次は当該留学期間で履修できない科目を認定する。（前期：Global TopicsⅠ・Local TopicsⅠ、後期：Global TopicsⅡ・Local TopicsⅡ）

　・再履修がある場合には、状況に応じ検討する。

※　演習の単位認定について

※　成蹊国際コース科目の単位認定について

　・成蹊国際コース科目は、成蹊国際コース所属者のみ単位認定できる。

　・成蹊国際コースの必修科目は、当該留学期間で履修できない科目を認定する。

※　単位認定は、単位を修得していない上記科目で行う。
　　 なお、既に単位を修得し認定できる科目がない場合には、代替科目などの措置はとらない。

ダブリンシティ中期協定留学単位認定利用可能科目（文学部）

General English
(160時間)

Business English
(40時間)

12

成蹊教養カリキュラム
英語科目コア

文学部科目

成蹊教養カリキュラム
国際教養科目

成蹊国際コース
必修科目

成蹊国際コース
選択必修科目

成蹊教養カリキュラム
英語科目発展

左記、英語科目の認定は、
コア科目は原則2単位以内、

発展科目は10～12単位以内。
ただし、コア・発展合計で、
最大12単位まで。

成蹊国際コース所属者のみ
認定可

　・各年次とも当該留学期間で履修できない科目を認定する。(英米文学科の演習Ⅳを除く)。
　・卒業論文の単位認定はできないため、4年後期に留学した場合は、当該年度では卒業できない。

6Internship
(280時間)

文学部科目

3年次・4年次認定可

114



（2018~2019年度 入学生適用）

履修科目名・時間 学部・科目区分 利用可能科目 備考
認定

単位数
College English （Listening & Speaking）Ⅰ①

College English （Listening & Speaking）Ⅱ①

College English （Global Topics）Ⅰ①

College English （Global Topics）Ⅱ①

College English （Reading & Writing）Ⅰ①

College English （Reading & Writing）Ⅱ①

College English （Local Topics）Ⅰ①

College English （Local Topics）Ⅱ①

Presentation Skills ②
Discussion Skills ②
Writing Skills ②
多読で学ぶ英語と文化②

映画で学ぶ英語と文化②

ドラマで学ぶ英語と文化②

歌で学ぶ英語と文化②

Academic Reading ① 英米2年次のみ認定可

Academic Writing Ⅰ①・Ⅱ②

Integrated English Ⅰ①・Ⅱ①

English Workshop A～D（各①）

Advanced Oral English A・B（各②） 3年次・4年次認定可

海外研修A②

海外研修B②

文学部科目・
成蹊国際コース

海外研修C～H（各②）

Independent Study Ⅰ②

Independent Study Ⅱ②

Independent Study Ⅲ②

Academic Listening②
Cross Cultural Communication Skills②
Discussion & Presentation②
English for the Work Place②
Essay Writing②
Intensive Reading②

成蹊教養カリキュラム インターンシップ準備講座②

キャリア教育科目 International Internship②
Topics in British Culture A・B（各②）

イギリスの歴史と文化A・B（各②）
イギリス文学･文化AⅠ～DⅠ

イギリス文学･文化AⅡ～DⅡ（各②）
イギリス文化・文化史特講A・B（各②）

グローバリゼーションの社会学②
コミュニティの社会学②

＜2年次＞

英米：2年次演習ⅠまたはⅡ②
国際：国際文化基礎演習ⅡまたはⅢ②
現社：現代社会研究の方法ⅠまたはⅡ②
＜3年次＞
英米・国際・現社：演習ⅠまたはⅡ②
＜4年次＞
英米：演習Ⅲのみ②
国際・現社：演習ⅢまたはⅣ②

日文における演習の扱いに
ついては前掲を参照

認定可能単位数合計 18単位

※ College English の単位認定について

・2年次は当該留学期間で履修できない科目を認定する。（前期：Global TopicsⅠ・Local TopicsⅠ、後期：Global TopicsⅡ・Local TopicsⅡ）

・再履修がある場合には、状況に応じ検討する。

※ 演習の単位認定について

※ 成蹊国際コース科目の単位認定について

・成蹊国際コース科目は、成蹊国際コース所属者のみ単位認定できる。

・成蹊国際コースの必修科目は、当該留学期間で履修できない科目を認定する。

※ 単位認定は、単位を修得していない上記科目で行う。
なお、既に単位を修得し認定できる科目がない場合には、代替科目などの措置はとらない。

・各年次とも当該留学期間で履修できない科目を認定する。(英米文学科の演習Ⅳを除く)。
・卒業論文の単位認定はできないため、4年後期に留学した場合は、当該年度では卒業できない。

6Internship
(280時間)

文学部科目

3年次・4年次認定可

ダブリンシティ中期協定留学単位認定利用可能科目（文学部）

General English
(160時間)

Business English
(40時間)

12

成蹊教養カリキュラム
英語科目コア

文学部科目

成蹊教養カリキュラム
国際教養科目

成蹊国際コース
必修科目

成蹊国際コース
選択必修科目

成蹊教養カリキュラム
英語科目発展

左記、英語科目の認定は、
コア科目は原則2単位以内、

発展科目は10～12単位以内。
ただし、コア・発展合計で、
最大12単位まで。

成蹊国際コース所属者のみ
認定可

英米2年次3年次のみ認定可
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(3) 短期協定留学

この留学は、夏期あるいは春期休業期間中に、協定校で短期研修を行うものです。

成蹊大学が指定する留学プログラムの学修を終了した学生は、そのプログラムおよび学修内容

により、単位認定を受けることができます。単位認定科目および単位数については、下表を参照し

てください。入学年度により、単位認定科目が異なるため注意してください。

2014 年度～2019 年度入学生 
留学先のプログラム 単位認定科目 単位数

成蹊大学が指定する

プログラム

海外研修 A～H のうち 1 科目 
（A から順番に単位認定されます。） 2 単位 

※英米文学科（2018 年度入学生）および英語英米文学科の学生で、夏期集中講義の「CALLⅠ」 

の単位が未修得の場合は上図ではなく、「CALLⅠ」と「海外研修 J」に単位認定されます。

■ JSAF プログラム

この留学は、本学が協定を結んでいる一般社団法人「日本スタディ・アブロード・ファンデーション

（Japan Study Abroad Foundation）」（以下、JSAF）が提供するプログラムを利用し、半年または 1
年間、13 か国約 130 大学の正規学部授業を履修することが可能な留学制度です。本学の定める留学期

間の開始日において、本学に 1 年以上在学し、かつ、所定の単位を修得した学生を対象としています

（長期協定留学の項を参照）。出願に当たっては、留学先の大学ごとに語学力、GPA の基準が設定され

ていますので、国際教育センターホームページの「海外留学ガイド」を参照してください。

留学にあたっては、本学に留学の許可を受けるために必要な「留学願」等の提出のほか、予め、JSAF
を通じて留学先への手続きが必要となります。

主な特徴は、次の 4 点です。 
① 留学期間（延長を含め 2 年まで）のうち、1 年に限り、修業年限（4 年）に算入することができま

す。

② 留学先大学で修得した単位は、60 単位を限度に授業科目として認定することがあります。必修の

演習科目についても、留学先大学で修得した授業科目の内容により、単位認定されることがあり

ます。卒業論文については、原則として認定されませんが、留学先で修得した授業内容により、認

定されることがあります。各年次で修得する必要がある演習や卒業論文等が単位認定された場合

には、各学科 4 年間で卒業できる可能性があります。ただし各資格課程・教職課程に関する科目

は認定しません。

③ 後期から 1 年間留学する場合には、年度始めに履修登録した通年科目を留学終了後の後期におい

て継続して履修できる制度があります。

④ 留学期間が学期の全期間にわたる場合に限り、その学期について納入すべき授業料等の納付金の

3 分の 2 を減額します。また、「成蹊大学外国留学プログラム費補助金」を受給することが可能で

す。ただし、語学科目のみを履修するプログラムの場合は「認定留学」制度が適用されます。

留学期間は、実際の出国日または帰国日にかかわらず、開始日は 4 月 1 日または 10 月 1 日、終了日

は 3 月 31 日または 9 月 30 日となります。 

■ 認定留学

協定留学や JSAF プログラム以外の国・高等教育機関において留学を行う場合や、JSAF を通じて

「大学付属の語学学校」に留学する場合などには、この「認定留学」制度を利用して留学することが可

能です。教育機関の基準については、事前に国際教育センター国際課で確認を行ってください（インタ

ーンシップやワーキングホリデーが主体の留学は認められていません）。

この制度では、学生自身で留学先の選定および「入学の申込み」を行う必要があります。「認定留学」

は大学に許可を受けるために必要な「留学願」等の提出のほか、留学先受入教育機関発行の「受入許可
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証」の提出が必要です。個人で留学計画を立てることになるため、時間に余裕を持って計画を行うよう

にしてください。本学の定める留学期間の開始日において、本学に 1 年以上在学し、かつ、所定の単

位を修得した学生を対象としています（長期協定留学の項を参照）。

主な特徴は、次の 4 点です。 
① 留学期間（延長を含め 2 年まで）のうち、1 年に限り、修業年限（4 年）に算入することができま

す。

② 留学先大学で修得した単位は、60 単位を限度に授業科目として認定することがあります。必修の

演習科目についても、留学先大学で修得した授業科目の内容により、単位認定されることがあり

ます。卒業論文については、原則として認定されませんが、留学先で修得した授業内容により、認

定されることがあります。各年次で修得する必要がある演習や卒業論文等が単位認定された場合

には、各学科 4 年間で卒業できる可能性があります。ただし各資格課程・教職課程に関する科目

は認定しません。

③ 後期から 1 年間留学する場合には、学年始めに履修登録した通年科目を留学終了後の後期におい

て継続して履修できる制度があります。

④ 留学期間が学期の全期間にわたる場合に限り、その学期について納入すべき授業料等の納付金の

3 分の 2 を減額します。

留学願や受入許可書等の関係書類の提出期限は、原則として出国日の 2 ヶ月前です。留学期間は、

実際の出国日または帰国日にかかわらず、開始日は 4 月 1 日または 10 月 1 日、終了日は 3 月 31 日ま

たは 9 月 30 日となります。 

■ 認定留学から JSAF プログラムへ

JSAF を通じて、「大学付属の語学学校」へ留学を行う場合は、「認定留学」制度を利用することが可

能です。留学期間中に留学先の大学から「学部留学（学部授業科目の単位修得のための履修）」が許可

された場合（学部在籍期間がサマースクールのみの場合は対象外）には、所定の手続き（「JSAF プロ

グラム」への留学資格の切替え等）の上、「成蹊大学外国留学プログラム費補助金」を受給することが

可能です。 

認定留学からの「JSAF プログラム」切替えのためには、一定の要件が必要となりますので、「海外

留学ガイド」を参照してください。

 留学手続き 

留学を希望する学生は、教員（文学部「指導教授」）、国際教育センター国際課、教務部、キャリア支

援センター事務室などと早い時期から綿密な連絡を取り、留学全般にわたって十分な指導を受けてく

ださい。

■ 継続履修

年度の後期から 1 年間の留学を開始する学生については、教職の「教育実習」、文学部「卒業論文」

等において、留学前に履修登録済の通年科目を帰国年度の後期に継続して履修すること（「継続履修」

という）を認める場合があります。継続履修を希望する場合は留学前に必ず教務部に相談をしてくだ

さい。

① 帰国年度に当該科目が開講されない場合

② 複数の継続履修希望科目の時間割が重複する場合

③ 留学開始年度と留学終了年度で授業内容が著しく異なる場合
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■ 期間延長（認定留学）

認定留学の留学期間の延長を希望する場合は、留学期間終了の 2 ヶ月前までに「留学延長願」、「留

学先大学等が発行する延長後の受入許可書」、および「本人が作成する期間延長後の学修計画書」を国

際教育センター国際課に提出してください。留学期間が修業年限に算入されるのは 1 年間が限度なの

で、留学期間の延長を希望する場合、進級や卒業への影響を十分考慮するよう、注意してください。

留学終了の手続き 

帰国後速やかに、「留学終了届」および留学レポートを国際教育センター国際課に提出してください。 

■ 単位認定

留学先での学修成果について単位認定を受けようとするときは、以下の書類を教務部に提出してく

ださい。必要書類と提出締切日は、帰国前に教務部に確認してください。

① 単位認定願（教務部備付けの大学所定様式）

② 留学先で修得した授業科目の成績表

③ 授業科目の内容と履修時間が分かる書類

④ 講義ノート・レポート、教科書やプレゼンテーションの資料（ワード原稿やパワーポイント資料

など）の類

これらの書類を提出して、認定科目の審査を受けなければなりません。単位認定された科目の成績

評価は「T」となり、卒業所要単位に算入されます。 
単位認定の審査に必要な書類を持ち帰らない場合、単位認定が認められないこともありますので、

十分に注意してください。

※ 外国留学で認定され、卒業所要単位に算入される単位数は、入学前に修得した単位等による単位認

定、検定・資格試験による単位認定、武蔵野地域 5 大学単位互換による単位認定のすべてを合算し

て 60 単位までです。

■ 「留学終了届」の提出および留学終了後の履修

前期から授業を履修する場合は、3 月 31 日までに、後期から授業を履修する場合は 9 月 30 日まで

に留学先での授業を終了させている必要があります。留学終了後は、帰国次第速やかに「留学終了届」

を国際課へ提出してください。留学終了後の履修登録については、『履修成績関係日程』を確認して、

ご自身で手続きをしてください。

■ 留学終了後の学年

留学終了後の学年については、教務部に確認してください。
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教職課程の概要 

小学校・中学校・高等学校の教員になるためには、学校の種類と担当する教科別の「教育職員免許

状」を持っている必要があり、教員の資質の保持と向上を図ることを目的として「教育職員免許法」

が制定されています。

本学でも「教育職員免許法」に基づいて教職課程を設けており、大学を卒業して学士号を得るとと

もに教職課程を履修し、所定の科目の単位等を修得することが必要です。

取得できる免許状の種類と教科 

学部・学科 
取得できる免許状の種類

中学校教諭 1 種免許状 高等学校教諭 1 種免許状 
経済学部 経済経営学科 社 会 地理歴史 ・ 公 民

経済学部 経済数理学科

社 会

公 民

経済学部 現代経済学科 地理歴史 ・ 公 民

経営学部 総合経営学科 公 民

法学部 法律学科

地理歴史 ・ 公 民
法学部 政治学科

文学部 国際文化学科

文学部 現代社会学科

理工学部 物質生命理工学科 理 科 理 科 ・ 工 業

理工学部 情報科学科
数 学

数 学 ・ 情 報

理工学部 システムデザイン学科 数 学 ・ 工 業

文学部 英語英米文学科
英 語 英 語

文学部 英米文学科

文学部 日本文学科 国 語 国 語

履修および教職課程ガイダンス 

 教職課程履修希望者は、履修方法等について教職課程ガイダンスで説明しますので必ず出席してく

ださい。やむを得ない事情により出席できなかった学生は、速やかに「教職課程センター」に、申し

出てください。

ガイダンスの日時や場所は、別途掲示でお知らせします。

教職課程に関する詳しい説明は、『教職課程履修ガイド』を参照してください。

教職課程センターについて 

教職課程センターは、教職課程を履修し、教職をめざす学生に対する指導・支援を行うために開設

されています。また、教職課程専任教員が、教職に関する質問や相談に応じるオフィスアワーを設け

ているほか、教員あるいは卒業生との懇談の機会を提供しています。 

教 職 課 程 

120



授  業

学校図書館司書教諭課程の概要 

学校図書館司書教諭は、学校図書館の専門的職務を行う、学校図書館法で定められた資格です。

学校外にある一般図書館の司書の資格とは異なるものですので、混同しないよう注意してください。 

資格取得には学校図書館司書教諭課程の授業科目（5 科目 10 単位）を修得することが必要です。こ

の資格は教科の教員免許状がなければ有効な資格となりません。そのため、学校図書館司書教諭課程

の履修のためには教職課程の履修登録が必要です。詳しい履修方法等については、教職課程ガイダン

スの中で説明します。

また、詳しい説明は、『教職課程履修ガイド』の「学校図書館司書教諭課程履修ガイド」を参照して

ください。

学校図書館司書教諭課程 
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日本語教員養成課程について 

 日本語教員養成課程とは、外国人に対して日本語を教える教員になるために必要な特別の教育を行

うもので、この課程を履修して所定の授業科目および単位を修得した者には、卒業時に本学から「日本

語教員養成課程修了証明書」が発行されます。 

 周知の通り、日本に来住する外国人は増加しており、外国における日本に対する関心や日本語熱も

高まりを見せています。そうした国際化の状況の中で、外国人に日本語を教える教育ならびに教員の

必要性が、国の内外で強調されるに至っています。 

文部省は、日本語教育施策の推進に関する調査研究会を設置して、外国人に対する日本語教育のあ

り方等について諮問しました。その調査研究会の報告「日本語教員養成等について」（1985 年 5 月）

は、日本語教育の専門家として最低限必要な知識・能力を備えた教員の養成のために、大学の学部に日

本語教員養成課程を設けることを提案し、そのための標準的な教育内容を提示しています。文学部の

日本語教員養成課程はこれに準拠して開設されたものです。その後 2001 年に、文化庁の諮問を受けた

日本語教員の養成に関する調査研究協力者会議の答申「日本語教育のための教員養成について」が示

されたため、2004 年度入学生以降カリキュラムを変更するなどの見直しを行いました。 

 この課程を修了しても、すぐ日本語教員になれるというわけではありません。しかし、課程を修了す

れば、日本語教員としての専門的な教育を受けたことが社会的に承認されることになると言ってよい

でしょう。 

 文学部としては、この課程教育を通じて、優秀な日本語教員を養成し、国際理解の促進に貢献したい

と考えています。 

履修手続き等について 

 日本語教員養成課程を履修するには、各年次で以下の手続きを行う必要があります。すべての連絡

や注意は掲示で行いますので、常に掲示を見るように心掛けてください。 

■ 履修ガイダンス

4 月にガイダンスを行います。以下の点を説明しますので、課程登録を考えている人、および課程登

録をしている人で「日本語教育実習」を未修得の人は、必ず出席してください。 

・日本語教員養成課程の概略、履修方法、課程登録等について

・日本語教育の現状について

・「日本語教育実習」の履修について

■ 履修登録

課程登録を考えている人、すでに課程登録をしている人は、「日本語教員養成課程 授業科目表」に

定める、科目区分ごとの修得単位数を満たすように、課程の授業科目を履修していってください。特に

4 年次生は、不足単位を確認し、履修するようにしてください。 

日本語教員養成課程の授業科目は、必修科目であっても、配当タームでの履修が必須ではなく、配当

タームより後での履修も可能です。とはいえ、３年次配当の「日本語教育実習」を、多くの人は３年次

で履修します。その場合、２年次終了までに、後述の「日本語教育実習 履修の前提条件」を満たさな

くてはなりません。そのことを念頭において、課程の授業科目の履修を進めてください。

■ 日本語教員養成課程登録

日本語教員養成課程を正式に履修する場合、原則として２年次の始めに日本語教員養成課程登録を

行ってください。ただし、「日本語教員養成課程 授業科目表」に定める科目の履修は、「日本語教育実

日本語教員養成課程 
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習」を除き、課程登録前から行うことができます。 

 日本語教員養成課程を登録する人は、所定の期間内に証明書自動発行機で、日本語教員養成課程履

修費 1 万円の申請書を購入し、教務部窓口に提出してください。履修費の納入、申請書の提出をもっ

て、「日本語教員養成課程登録」とします。履修費の納入や申請書の提出がない場合、日本語教員養成

課程の履修は認めません。なお履修費は、毎年度納入する必要はなく、課程登録をする年度の始めに１

度だけ納入してください。ただし、途中で課程の履修を中止しても返金はされません。 

■ 日本語教育実習 履修の前提条件

3 年次配当の「日本語教育実習」を履修するには、以下の 3 点をすべて満たす必要があります。

  ①前年度終了までに、必修科目 4 科目（日本語教授論Ⅰ・Ⅱ、日本語教材研究Ⅰ・Ⅱ）のうち 2 科

目 4 単位以上を修得していること。 

  ②前年度終了までに、選択科目 10 科目 20 単位以上を修得していること。 

  ③前年度までに日本語教員養成課程登録を済ませていること。（課程登録と実習登録は同年度にで

きません。） 

■ 日本語教育実習 履修登録方法

「日本語教育実習」は、複数クラスを設定して授業を行います。クラスは、予備登録を行い、調整の

うえ決定します。予備登録期間や発表方法などについては、年度始め行事日程で確認してください。 

「日本語教育実習」の履修が決定した者は、所定の期間内に証明書自動発行機で、日本語教育実習費

5 千円の申請書を購入し、教務部窓口に提出してください。期限までに実習費の納入や申請書の提出が

ない場合、「日本語教育実習」の履修は認めません。 

■ 日本語教員養成課程修了証明書の発行

「日本語教員養成課程修了証明書」は、卒業時に所定の授業科目および単位を修得した者について、

本人の申請に基づき発行します。 
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日本語教員養成課程 授業科目について 

【２０１４～２０１９年度以降入学生】 

ターム

科目区分 

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 単位 備考 

必
修
科
目 

言
語
と
教
育 

日本語教授論Ⅰ②  日本語教材研究Ⅰ②  
８ 

日本語教育実習履修の前年

度終了までに２科目４単位

以上修得してください。 

日本語教授論Ⅱ② 日本語教材研究Ⅱ② 

日本語教育実習② ２ 

必修科目合計 １０単位 

選
択
科
目 

社
会
・
文
化
・
地
域 

日本美術史Ａ②  日本民俗学Ａ②  

日本の歴史と文化Ａ②  文化人類学② 

４ 

日本語教育実習履修の前年

度終了までに１０科目２０

単位以上修得してくださ

い。 

卒業時までに左記の必要単

位を充たした上、２４単位

以上修得してください。 

近現代日本史Ａ[成]②  近現代日本史Ｂ[成]② 

戦後の日本と世界[成]②  現代日本の地理[成]② 

日本美術史Ｂ②  日本民俗学Ｂ②  日本の歴史と文化Ｂ②  

日本の思想史[成]② 

日本文化・文化史特講Ａ②   日本文化・文化史特講Ｂ② 

発信する武蔵野地域文化②  実践する日本文化② 

Musashino Culture Studies ② 

Japanese Culture Studies ② 

言
語
と
社
会 

コミュニケーション論入門②

４ 

世界の言語文化Ａ②  世界の言語文化Ｂ② 

メディア論入門② マス・メディアの歴史②

マス・コミュニケーション論②

メディア・リテラシー論②

コミュニケーションと社会[成]②  出版論② 

言
語
と 

心
理 

社会心理学②  教育心理学② 

心理学の基礎[成]②  自己理解の心理学[成]② 

社会心理学入門[成]②  脳科学と心[成]② 

言
語 

日本語研究の基礎②  日本語の歴史Ａ② 

１２ 

実践漢字講座[成]②  日本語法②  日本語の歴史Ｂ② 

ことばの科学[成]②  日本語学講義Ａ②  

日本語学講義Ｂ②   日本語学講義Ｃ②  

日本語学講義Ｄ②  日本語学講義Ｅ②  

日本語学講義Ｆ②  上級漢字講座② 

選択科目合計 ２４単位以上 

必要単位数 ３４単位以上 

※「日本語学講義 A～D」は、重複履修（同一科目を複数回履修すること）が可能です。

「日本語学講義 E・F」は重複履修できません。ただし、2019 年度までの「日本語学講義 E・F」（重

複履修可）を１回以上修得した学生が、2020 年度以降の「日本語学講義 E・F」（重複履修不可）を

１回修得することは可能です。

※必修科目および「教育心理学」は卒業に必要な単位に算入されません。履修上限にも含まれません。
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社会調査士課程について（現代社会学科生のみ適用） 

 文学部現代社会学科では、「社会調査士課程」を設置しています。所定の授業科目を履修して単位を

取れば、社会調査士資格を取得することができます。現代社会学科の 1年次から履修できます。 

 現代社会では、世論調査やマーケット調査など、多くの社会調査が行われています。時代を正しく捉

え、情報を発信することは、今後社会的にますます期待されていくでしょう。こうした社会的ニーズに

応えるために社会調査士という資格があります。一般社団法人 社会調査協会が発行しています。 

 社会調査士課程では、「世の中は今どうなっているのか」「人々はなにを考えているのか」といった疑

問に答えるために、インタビューの仕方、アンケートの作り方、統計資料の読み方などを学びます。将

来、企業や官公庁の調査部門などで働きたい人にとっては、必要な基礎能力を身につけることができ

ます。 

履修手続きについて 

■ 掲示

社会調査士課程に関する連絡はすべて、ポータルサイトで行います。 

■ 社会調査士課程室

社会調査士課程の履修者のために、社会調査士課程室が 1号館 2階にあり、調査・実習指導助手

が管理・運営を行っています。コンピュータ、プリンタ、資料などがあり、自習することができま

す。社会調査演習はここで行います。調査用の ICレコーダの貸し出しも行っています。

■ ガイダンス

1 年次の 1 月頃に、社会調査課程登録等について説明する社会調査士課程ガイダンスを行いま

す。 

■ 履修登録

各年次配当の科目を履修登録してください。特に、4年生は不足単位を確認し、履修してくださ

い。 

■ 社会調査士課程登録（2年次以降）

社会調査士課程を正式に履修するには、社会調査士課程ガイダンスに参加したうえで、指定の期

日までに社会調査士課程登録を行ってください。定員を超える場合は選考をします（定員 20名）。

定員に大きく満たない場合には、追加募集することがあります。

社会調査士課程を履修する者は、所定の期間内に証明書自動発行機で社会調査士課程履修費 2万

円の申請書を購入し、教務部窓口に提出してください。期間内に納入および申請書の提出がない場

合、社会調査士課程の履修は認めません。

■ 社会調査演習の履修（3年次以降）

3年次以降に「社会調査演習Ⅰ」「社会調査演習Ⅱ」を履修します。

履修するためには、以下の 2点を両方満たす必要があります。

・「社会調査入門」と「社会調査の方法」をすでに修得していること。

・2 年次配当の「現代社会研究の方法Ⅰ」と「現代社会研究の方法Ⅱ」をすでに修得しているか、

「社会調査演習Ⅰ」「社会調査演習Ⅱ」と同じ年度に履修すること。

社会調査演習を履修する者は、所定の期間内に証明書自動発行機で社会調査実習費 1 万円の申

社会調査士課程 
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請書を購入し、教務部窓口に提出してください。期間内に納入および申請書の提出がない場合は、

演習の履修を認めません。 

■ 資格申請（卒業時）

所定の授業科目の単位を修得したならば、卒業時に本人が申請することで、大学から「社会調査

士課程単位修得証明書」が発行されます。 

また、卒業時に所定の手続きをすることで、一般社団法人 社会調査士協会から認定証を受け取

ることができます。その際、認定手数料 1万 5千円（税抜）を協会に振り込むことが必要です。 

手続きについては、掲示の指示に従ってください。 

社会調査士課程 授業科目について 

【2014～2019年度 入学生】 

（注）○印の数字は、当該科目の単位数を表す。 

科 目 区 分 

授業科目・単位数・配当年次・ターム 

備 考 １ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ 第６ 第７ 第８ 

社会調査の基本的事項

に 関 す る 科 目 
社会調査入門② 必修 

調査設計と実施方法に 

関 す る 科 目 
社会調査の方法② 必修 

基本的な資料とデータ

の分析に関する科目 
量的調査入門（統計学）② 必修 

社会調査に必要な 

統計学に関する科目 
量的調査法（統計分析）② 必修 

質的な分析の方法に 

関 す る 科 目 
質的調査入門（資料分析）② 必修 

社会調査の実習を 

中 心 と す る 科 目 

社会調査演習Ⅰ② 

社会調査演習Ⅱ② 
2科目必修 
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授  業 

社会福祉主事任用資格について 

社会福祉主事任用資格とは、生活上の困難に直面している人や、障害があるために支援を必要とす

る人々のニーズを把握し、支援や援助の方法に関する情報の提供と関係組織・機関への連絡や調整を

行う際に必要な資格です。 

本来、各地方自治体の福祉事務所などに従事する公務員（ケースワーカーなど）に任用される際に

必要とされる、行政が定めた資格基準ですが、その他に、一部の福祉施設の相談員や指導員、社会福

祉協議会などの職員募集の際に、資格として準用されることがあります。 

任用資格を有することによって活躍できる職場・職種には、福祉事務所や児童相談所のケースワー

カー、老人福祉施設や身体障害者施設の指導員、社会福祉協議会の福祉活動専門員などがあります。

社会福祉主事任用資格を取得するためには、厚生労働省の指定した科目のうち 3科目以上を修得し

て大学を卒業することが必要です。 

単位の修得について 

 本学で社会福祉主事任用資格を取得するためには、次の科目から 3科目以上の単位を修得しなけれ

ばなりません。 

① 社会福祉概論 （2単位）＜文学部開講科目＞ 

② 社会福祉事業史  （2単位）＜文学部開講科目＞ 

③ 老人福祉論 （2単位）＜成蹊教養カリキュラム開講科目＞ 

④ 地域福祉論 （2単位）＜成蹊教養カリキュラム開講科目＞ 

①、②の科目は文学部開講科目です。文学部生以外が履修する場合は、所定の期間内に「他学部・

他学科科目履修願」を提出し、履修を許可されなければなりません。提出期間等の日程については、

『年度始め行事日程』で確認してください。 

 また、３月に社会福祉主事任用資格についてガイダンスを行います。希望者は、『年度始め行事日程』

で詳細を確認の上、参加してください。 

資格の認定について 

 上記の科目のうち、3 科目以上の単位を修得し、卒業すると、社会福祉主事任用資格を取得したこ

とになります。社会福祉主事任用資格の任用条件を満たしているかについては、成績証明書と卒業証

明書によって証明されます。（上記科目のみの単位修得証明書は発行していません。） 

社会福祉主事任用資格 
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